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前 文 

 

 

 この土地利用基本計画（以下「基本計画」という。）は，茨城県の区域について，適正か

つ合理的な土地利用を図るため，国土利用計画法第９条の規定に基づき策定したものであり，

同法に基づく土地取引規制及び土地利用に関する他法令等に基づく開発行為の規制その他

の措置を実施するに当たっての基本となるものである。 

つまり，基本計画は，都市計画法，農業振興地域の整備に関する法律，森林法，自然公園

法，自然環境保全法等（以下「個別規制法」という。）に基づく諸計画に対する上位計画と

して行政内部の総合調整機能を果たすとともに，土地取引については直接的に，開発行為に

ついては個別規制法を通して間接的に，規制の基準としての役割を果たすものである。 

 この基本計画については，国が定める国土利用計画を基本とすることから，平成 27 年８

月 14 日に閣議決定された第五次国土利用計画(全国計画)との整合を図るため，変更するも

のである。 

また，変更に際しては，県国土利用計画に定めていた内容との重複や相違点を解消するた

め，同計画を基本計画に統合し，県土利用の総合的方針を示す計画として一本化することと

する。 
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第１章 県土利用の状況と基本的条件の変化 

１ 県土利用の状況 

 (1) 県土の概要 
 本県は，関東地方の北東部に位置し，政治・経済の中心地で大消費地でもある東京から

およそ35～160km圏と近接している。県北地域は，阿武隈・八溝山系の山々が連なるとと

もに，変化に富んだ海岸線など優れた自然景観を有しており，県央から県南西地域にかけ

ての地域は，肥沃な平地が広がる豊かな穀倉地帯となっているほか，筑波山や全国第２位

の面積を有する霞ヶ浦，ラムサール条約登録湿地である涸沼など，水と緑に恵まれた多彩

な県土を形成している。 

 このような本県は，全国第４位の可住地面積を有し，気候も温和で自然災害が少なく，

ゆとりある居住環境を備えており，都市的な生活と自然の豊かさを享受できる，暮らしや

すい環境にある。 

 

表 県土利用の状況 

区分 
平成17年 

（ha） 

平成26年 H26/H17比率 

（％） (ha) 構成比（％） 

農地 177,200 172,300 28.3 97.2 

 
田 101,200 99,300 16.3 98.1 

畑 76,000 72,900 12.0 95.9 

森林 189,300 186,500 30.6 98.5 

原野等 800 1,000 0.2 150.0 

水面・河川・水路 53,700 53,700 8.8 100.0 

道路 41,100 42,700 7.0 103.4 

宅地 69,800 74,100 12.2 106.2 

 

住宅地 43,400 46,300 7.6 106.7 

工業用地 8,300 8,500 1.4 102.4 

その他の宅地 18,100 19,300 3.2 106.6 

その他 77,700 79,500 13.0 102.2 

合 計 609,600 609,700 100.0 100.0 

※１ 平成17年は前計画における基準年次，平成26 年は直近の土地利用の現状 

      ※２ 原野等とは，原野，採草放牧地等であり，平成24年から，採草放牧地が含まれることとなった。 

※３ その他の宅地とは，主に商業・サービス・業務などの施設用地である。 

※４ その他とは，公共・公益施設用地，ゴルフ場などのレクリエーション施設用地等である。 

 

 (2) 土地利用の動向 

  ア 農地 

本県は，平成26年の農業産出額が，７年連続で全国第２位となるなど，日本有数の

農業県として確固たる地位を確立している。平坦な地形を活用し，総じて低地部では稲

作が，丘陵部や台地部では畑作が展開されている。 
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農地面積は，平成 17 年以降，一貫して減少しており，土地利用区分の中では最も減

少率が大きくなってはいるものの，前々回の計画期間と比べると減少率は鈍化してきて

いる。平成26年時点では田が99,300ha，畑が72,900ha，計172,300haとなっている。 

 

イ 森林 

本県の森林地域は，県域の北部から北西部の山地部にかけての山岳林と広大な平野部

に点在する平地林で構成されている。 

森林面積は平成 17 年以降，減少傾向にあり，平成 26 年時点では 186,500ha となって

いるが，土地利用区分の構成比は30.6％と，全区分の中で１位になっている。 

外国産の木材の輸入増大等による林業の停滞や森林所有者の森林管理意欲の低下など

により，荒廃森林の増大が懸念されている。 

 

ウ 原野等 

本県の原野等は，平成26年時点で1,000haとなっており，その大部分が採草放牧地で

あるが，それ以外の原野については，雑草・低木が生える湿地となっており，近年の自

然保護に対する県民意識の高まり等により，その希少性が注目され，土地利用転換に対

する抑制の機運が高まりつつある。 

 

エ 水面・河川・水路 

全国第２位の面積を誇る霞ヶ浦等の湖沼や，利根川をはじめとする多くの大小河川を

有する本県の水面・河川・水路の面積は，平成26年時点で53,700haとなっている。 

湖沼や河川において，治水・利水対策が進められる一方で，水路については，水田の

減少に伴う面積の減少がみられるが，全体では近年は概ね横這いの傾向にある。 

 

オ 道路 

可住地面積が広く，北海道に次ぐ道路総延長を有する本県の道路面積は，平成26年時

点で42,700haとなっている。 

生活利便性の向上，地域の活性化，地域産業の振興等を図るため，高規格幹線道路や

生活道路の整備が進められているなど増加傾向にある。 

 

カ 宅地 

宅地面積は平成 26 年時点で 74,100ha となっており，都市化の進展，世帯数の増加等

に伴い，増加傾向にはあるが，増加率は大きく鈍化してきている。 

住宅地，工業用地，商業用地などその他の宅地のいずれも，平成17年以降，増加傾向

が続いている。特に，工業用地は，県内外からの企業立地が進んでいる。 
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キ その他 

公共・公益施設やレクリエーション施設用地など，その他の面積は平成 26 年時点で

79,500haとなっている。 

その他の土地利用のうち，公共・公益施設用地については，生活の質的向上や高齢社

会への対応などを図るため，公園・緑地，社会教育施設，社会福祉施設等の整備が進め

られている。 

 

 

２ 県土利用をめぐる基本的条件の変化 

(1) 人口減少・高齢社会の急速な進展 

現在，我が国は，既に人口減少社会を迎えており，今後も一部の利便性の高い地域に

おいては，人口増加や新たな都市機能等の集積に伴い，一定程度，土地需要が増加する

ことも想定されるものの，全体としてみれば土地需要は減少し，これに伴って県土の利

用は様々な形で縮小していくことが想定される。 

それに加えて，可住地面積が広い本県では，従来から一部の都市に人口が極端に集中

することなく，市街地が点在する分散型の地域構造が形成されており，市街地の低・未

利用地や都市基盤が十分に活用されないままに拡散型の土地利用が多くなされてきた。 

このような状況の中，人口減少等の急速な進展に伴い，開発圧力が減少する一方，非

効率な土地利用の増大や更なる県土管理水準の低下等が懸念されることから，今後の県

土利用においては，本格的な人口減少社会における県土の適切な利用・管理のあり方を

構築していくことが重要となる。 

 

(2) 自然環境の保全と活用の重要性 

自然環境については，開発圧力が減少する機会をとらえ，生物多様性の確保や自然環

境の保全・再生を進めつつ，自然が持つ多様な機能を積極的に評価しながら，持続可能

で豊かな暮らしを実現する基盤として，その保全と活用を図ることが重要である。 

特に，地球温暖化に伴う気候変動は，県土の自然環境に広く影響を及ぼし，更なる自

然環境の悪化や生物多様性の損失が懸念されることから，再生可能な資源・エネルギー

の利用や排出された廃棄物の循環的な利用を促進することなどにより，自然環境と調和

した持続可能な経済社会システムを構築していくことが重要となる。 

 

(3) 広域交通ネットワークの形成 

県内の高速道路網については，常磐自動車道が県土を南北に縦貫し，北関東３県の主

要都市と茨城港常陸那珂港区とを結ぶ北関東自動車道が東西に横断している。その他，

県南・県西地域を横断する首都圏中央連絡自動車道の県内区間が全線開通し，さらには，

鹿行地域を南北に縦断する東関東自動車道水戸線の潮来IC～茨城空港北IC区間の早期開

通に向けた整備が進められている。 

鉄道については，南北の幹線となる常磐線を軸に，水戸駅を起点として，県西地域に

は水戸線，県北山間地域には水郡線，鹿行地域には大洗鹿島線が運行されており，つく

ば駅と秋葉原駅を結ぶつくばエクスプレス，県南・県西地域を結ぶ常総線等とともに，
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県民の広域的な移動手段の確保が図られている。常磐線については，平成27年３月に上

野東京ラインが開業し，一部の電車の東京駅，品川駅までの直通運転が実現し，また，

つくばエクスプレスについては，平成 27 年度輸送人員が１日平均 34 万人と，順調に伸

びてきており，今後，秋葉原から東京までの延伸が期待されている。 

港湾については，茨城港（日立港区，常陸那珂港区及び大洗港区）と鹿島港の２つの

重要港湾があり，首都圏の物流拠点として貨物の取扱いが順調に推移している。 

茨城空港については，国際線や国内線の定期便が就航しており，首都圏の航空需要の

一翼を担っている。 

今後，北関東自動車道をはじめとした４本の高速道路及び２つの重要港湾，空港など，

陸・海・空の広域交通ネットワークを活用して，県内と国内外との結びつきをこれまで

以上に強めることにより，物流や観光，文化など様々な分野における交流を，より一層

促進していくことが重要である。 

 

(4)  安全・安心な県土利用の実現の重要性 

東日本大震災をはじめとする相次ぐ自然災害の経験により，居住地や公共施設の立地な

ど県土利用面における安全・安心に対する県民の意識が高まりを見せている。 

また，特に近年，雨の降り方が局地化・集中化・激甚化しており，さらに今後，地球温

暖化に伴う気候変動により，極端な降水がより頻発する可能性が非常に高いと予測されて

いることから，水害，土砂災害が頻発化・激甚化することが懸念される。一方，無降水日

数も全国的に増加することが予測されており，渇水が頻発化・長期化・深刻化することも

懸念される。 

このような状況の中，できるだけ早期に多様な災害リスクの把握，周知に努めるととも

に，防災及び災害被害の拡大防止に向けた各種取組を検討，実施していくことにより，中

長期的な視点から計画的かつ戦略的に，より安全・安心で持続可能な県土利用を実現して

いくことが重要である。 
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第２章 県土利用の基本方向 

１ 県土利用の基本目標 

県土は，生活や生産といった諸活動の基盤であり，県民共通の財産であるが，人口減少・

高齢社会の急速な進展や，自然環境の保全と活用の重要性，広域交通ネットワークの形成，

安全・安心な県土利用の実現など，県土をめぐる状況は大きく変化している。 

県土が現在と将来の県民のための限られた資源であることに鑑み，これらの基本的条件の

変化や，それに伴う土地利用上の課題に対応した県土利用を進め，良好な生活環境の確保と

県土の更なる発展を目指すものとする。 

特に，本県では，平坦な地形による可住地面積の広さを背景として，市街地の低密度化や

都市機能の拡散化が進行してきたが，人口減少・高齢社会の急速な進展の中で，こうした拡

散型の土地利用を放置した場合，都市基盤の維持更新コストの増大や，生活関連サービスの

低下，地域コミュニティの活力低下，公共交通の維持困難など，様々な影響が懸念される。 

このため，適切な県土管理の実現に向け，地域の特性に応じ，生活に必要な行政，医療・

介護，福祉，商業等の都市機能の確保を図ることを基本としながらも，中長期的には拡散型

の土地利用を抑制し，都市機能を都市中心部や生活拠点等に集約化するとともに，ひとつの

地域で十分な都市機能を享受することが難しい場合には，各地域をネットワークで結ぶ「コ

ンパクト＋ネットワーク」による暮らしやすい土地利用への転換を図っていくこととする。 

また，このような県土環境のめまぐるしい変化の中においても，「人が輝く元気で住みよ

いいばらき」づくりが展開される場として，健全で感性に満ちた人材が育つ県土環境づくり

を目指し，自然環境や美しい景観等の保全を図り，水や緑に親しめる環境づくりと自然環境

保全の意識啓発を推進する。  

さらに，県内外の交流・連携の活発化などにより，県土の魅力を総合的に向上させるため，

ハード対策とソフト対策を適切に組み合わせた防災・減災対策を実施しつつ，高度なものづ

くり産業や最先端の科学技術の集積や陸・海・空の広域交通ネットワークなどの優れた地域

資源を最大限に活用できるよう，県土の有効利用と適切な維持管理を図るものとする。 

 

 

２ 県土利用の基本方針 

    本計画では，上記に示した県土利用の基本目標の実現に向けて，(1)適切な県土管理を実

現する県土利用，(2)自然環境・美しい景観等を保全・再生・活用する県土利用，(3)安全・

安心を実現する県土利用，(4)複合的な施策の推進と県土の選択的な利用，(5)多様な主体に

よる県土の県民的経営の５項目に関する基本方針を定める。 

 

(1) 適切な県土管理を実現する県土利用 

適切な県土管理を実現する県土利用については，都市部を中心に人口減少下においても

増加している都市的土地利用において，地域の状況等も踏まえつつ，行政，医療・介護，

福祉，商業等の都市機能や居住を都市中心部や生活拠点等に集約化し，郊外部への市街地

の拡大を抑制する。集約化する中心部等では，空き家や空き地など低・未利用地を有効利

用すること等により，市街地の活性化と土地利用の効率化を図る。一方，集約化する地域 
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の外側では，低密度化が進むことから，地域ごとの状況や課題を踏まえ，これに応じた公

共サービスのあり方や，公園，農用地（農業振興地域の整備に関する法律第３条第１号に

規定する耕作の目的又は主として耕作若しくは養畜の業務のための採草若しくは家畜の

放牧の目的に供される土地をいう。以下同じ。），森林等の整備及び自然環境の再生などの

新たな土地利用等を勘案した対応を進める。特に，人口減少・高齢社会に対応した生活基

盤としては，日常生活に必要な移動手段を確保するため，都市や農山漁村など地域の実情

に応じ，市町村等が運行するコミュニティバスやデマンド型乗合タクシーなどに加えて，

地域が主体となった移送サービスなど，多様な生活交通の導入を促進するとともに，交通

安全施設の整備等により，安全な道づくりを推進する。また，ひとつの地域だけでは十分

な都市機能を備えることが難しい場合には，地域の状況を踏まえ，地域がネットワークで

結ばれることによって必要な都市機能を享受する取組を進める。 

農林業的土地利用については，食料の安定供給に不可欠な優良農地を確保し，県土保全

等の多面的機能を持続的に発揮させるために良好な管理を行うとともに，農業の担い手へ

の農地集積・集約化を進めることなどを通じて，荒廃農地の発生防止及び解消と効率的な

利用を図る。また，県土の保全，水源の涵
かん

養等に重要な役割を果たす森林の整備及び保全

を進める。 

水循環については，都市的土地利用と農林業的土地利用，自然的土地利用を通じた，都

市における雨水の貯留・涵
かん

養の推進や農用地，森林の適切な管理など，流域の総合的かつ

一体的な管理等により，健全な水循環の維持又は回復を図る。 

大規模な太陽光発電施設などの再生可能エネルギー関連施設の設置に際しては，周辺の

土地利用状況や自然環境，景観，防災等に特に配慮する。 

なお，森林，原野等，農地，宅地等の相互の土地利用の転換については，人口減少下に

おいても一定量が見込まれるが，土地利用の可逆性が低いことに加え，生態系や健全な水

循環，景観等にも影響を与えることから，土地利用の転換は慎重な配慮の下で計画的に行

うことが重要である。 

さらに，土地の所有者が，所有地の良好な管理と有効利用に努めることを基本としつつ，

特に，空き家や空き地など低・未利用地に関して，所有者が管理・利用できない場合や所

有者の所在の把握が難しい場合には，特に，防災，衛生，景観等の観点から，所有者以外

の者の管理・利用を促進するなど，「所有から利用へ」の観点に立った方策を検討するこ

とも必要である。 

 

(2)  自然環境・美しい景観等を保全・再生・活用する県土利用 

自然環境と美しい景観等を保全・再生・活用する県土利用については，将来にわたり保

全すべき自然環境や優れた自然条件を有している地域を核として，気候変動による影響も

考慮しつつ，自然環境の保全・再生を進め，森，里，川，海の連環による生態系ネットワ

ークの形成を図り，県民の福利や地域づくりに資する形での活用を推進する。なお，その

際には，県土を形づくり，県民生活の基盤となる生物多様性及び生態系サービスの保全と

持続可能な利用を基本とする。 

自然環境の活用については，持続可能で魅力ある県土づくりや地域づくりを進めるため，
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社会資本整備や土地利用において，自然環境の有する多様な機能（生物の生息・生育の場

の提供，良好な景観形成，気温上昇の抑制等）を活用したグリーンインフラなどの取組を

推進する。また，地域におけるバイオマス等の再生可能な資源やエネルギーの確保と循環

的な利活用に努めるとともに，このような資源を生み出す里地里山等の良好な管理と資源

の利活用に係る知恵や技術を継承する。さらに，自然公園などの自然資源や，農山漁村に

おける緑豊かな環境，人と地域の自然との関わりの中ではぐくまれた伝統や文化等を活か

した観光や産品による雇用の創出及び経済循環を通じて，都市や農山漁村など，様々な地

域間相互の対流を促進するとともに，地方への移住や「二地域居住」など都市から地方へ

の人の流れの拡大を図る。 

これらに加え，美しい農山漁村，集落やまちなみ，魅力ある都市空間や水辺空間など，

地域の個性ある美しい景観の保全，再生，創出を進めるとともに，これらを活用した魅力

ある地域づくりを進める。あわせて，地球温暖化への対応や水環境の改善等の観点から健

全な水循環を維持し，又は回復するための取組を進める。 

その際，県土には希少種等を含む様々な野生生物が生息・生育していることを踏まえつ

つ，外来種対策，野生鳥獣被害対策の推進など，生物多様性の確保と人間活動の調和を図

ることなどを通じ，生物多様性に関する取組を社会に浸透させ，自然環境を保全・再生・

活用する県土利用を進める。 

 

(3) 安全・安心を実現する県土利用 

安全・安心を実現する県土利用については，各研究機関や各大学との連携を強化しつつ，

ハード対策とソフト対策を適切に組み合わせた防災・減災対策を実施するとともに，地震， 

風水害，土砂災害等の災害リスクの把握及び周知を図ることを基本とする。特に，大規模

地震発生時への対策を進めるため，地震被害想定の調査，さらにそれを基にした被害状況

を予測できるシステムを構築し，初動対応や県民への意識啓発等に活用するほか，風水害，

土砂災害等に対するハザードマップの作成・周知，避難訓練の実施等を促進することによ

り，県民の防災意識の向上を図る。 

また，災害リスクの高い地域については，建築物の用途や構造が災害の特性や地域の状

況等に即したものとなるよう配意しながら，土地利用を適切に制限することが必要である。

これと同時に，中長期的な視点から，高齢者施設等の要配慮者利用施設や災害時に重要な

役割が期待される公共施設等について災害リスクの低い地域への立地を促すことにより，

より安全な地域への居住を誘導する取組を進めることも重要である。 

さらに，経済社会上，重要な役割を果たす諸機能の適正な配置やバックアップを推進す

るとともに，交通，エネルギーやライフライン等の多重性・代替性を確保する。その他，

被害拡大の防止，仮置場などの復旧復興の備えとしてのオープンスペースの確保，農用地

の保全管理，森林やその他の生態系の持つ県土保全機能の向上など，地域レベルから県土

レベルまでのそれぞれの段階における取組を通じて，県土利用の面からも県土の安全性を

総合的に高め，災害に強く, すみやかに復旧・復興できる県土の構築に向けた県土強靱化

の取組を推進する。 
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(4) 複合的な施策の推進と県土の選択的な利用 

このような取組を進めるに当たっては，今後，人口減少や財政制約が継続する中で，す

べての土地について，これまでと同様に労力や費用を投下し，管理することは困難になる

ことを想定しておく必要がある。特に，人為的に管理された土地は，放棄されれば自然に

戻らず荒廃する可能性もあることから，県土を荒廃させない取組を進めていくことが一層

重要となる。 

県土の適切な管理は，県土保全，生物多様性の保全，健全な水循環の維持又は回復等を

通じて，防災・減災や自然との共生等を促進する効果に加え，これらを通じた持続可能な

地域づくりにも効果を発揮する。今後は，自然と調和した防災・減災の促進など，複合的

な効果をもたらす施策を積極的に進め，県土に多面的な機能を発揮させることで，土地の

利用価値を高め，人口減少下においても，県土の適切な管理を行っていくことが必要であ

る。 

また，適切な管理を続けることが困難な中山間地域の荒廃農地や手入れが遅れ荒廃した

森林，空き地など低・未利用地等については，それぞれの地域の状況に応じて，管理コス

トを低減させる工夫とともに，森林など新たな生産の場としての活用や，過去に損なわれ

た湿地などの自然環境の再生，希少野生生物の生息地等としての活用など新たな用途を見

い出すことで県土を荒廃させず，むしろ県民にとってプラスに働くような最適な県土利用

を選択するよう努める。 

 

(5) 多様な主体による県土の県民的経営 

これらの取組は，国等が示す広域的な方針とともに，各地域を取り巻く自然や社会，経

済，文化的条件等を踏まえ，地域の発意と合意形成を基礎とする土地利用との総合的な調

整の上に実現される。このため，地域住民や市町村など，地域の様々な主体が自らの地域

の土地利用や地域資源の管理のあり方等について検討するなど，地域主体の取組を促進す

ることが重要である。特に，県土管理や安心・安全を実現する県土利用については，県民・

NPO・行政等が連携・協働し，自助・互助・共助・公助が適切に組み合わされた助け合いの

仕組みづくりに努めるなど持続可能な地域コミュニティの形成を支援することが必要であ

る。 

このような地域主体の取組を基本としつつ，県土の多面的な価値に応じた公による管理

と合わせ，都市住民や民間企業等の多様な主体の参画を進める。急激な人口減少下におい

ては，将来的には無居住化する地域が拡大することも想定されることから，県民一人ひと

りが県土に関心を持ち，その管理の一端を担う県民の参加による県土管理（県土の県民的

経営）を進めていくことが，一層，重要となる。 
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３ 五地域の土地利用の原則 

  県土利用の基本目標の実現に向け，本計画では，土地利用基本計画図に示された都市地域，

農業地域，森林地域，自然公園地域及び自然保全地域の五地域について，それぞれ次の原則

に従って適正に土地利用を行っていくものとする。 

なお，五地域のいずれにも属さない地域においては，当該地域の特性及び周辺地域との関

連等を考慮して適正な土地利用を図る。 

また，この土地利用の原則は，本県が有する陸・海・空の広域交通ネットワークの充実な

どを活かしつつ，国，地方公共団体などの公的主体性に加え，地域住民や民間企業，ＮＰＯ

などの多様な主体の取組により実現されるものである。 

 

(1) 都市地域 

都市地域は，一体の都市として総合的に開発し，整備し，及び保全する必要がある地域

である。 

都市地域の土地利用については，良好な都市環境の確保，形成及び機能的な都市基盤の

整備等に配慮するとともに，無秩序な拡散型の土地利用を抑制し，人口減少社会に対応し

た集約型土地利用に向けて，適正かつ効率的な土地利用を行うものとする。 

その際には，市町村，地域住民等と連携し，道の駅，空き家・廃校，低・未利用地等も

活用しながら，行政，医療・介護，福祉，商業等の生活に必要な都市機能の集約と地域間

の連携（コンパクト＋ネットワーク）を図る。 

さらに，災害の被害を最小限に抑えるための公共インフラ等の耐震化や，計画的・効率

的な維持管理と更新による長寿命化，さらには災害防止のための施設整備を推進する。 

 

  ア 市街化区域（都市計画法第７条第１項の規定による市街化区域をいう。以下同じ。）

においては，安全性，快適性，利便性等に十分配慮するとともに，既存ストックの有効

活用に重点をおきながら，市街地の整備，交通体系の整備，上下水道その他の都市施設

の整備等を計画的に推進することにより都市機能の集積を図る。 

また，当該地域内の樹林地，水辺地等自然環境を形成しているもので，良好な生活環

境を維持するために不可欠なものについては，積極的に保護，育成を図るものとする。  

さらに，環境の保全，防災など都市農業の多様な機能を発揮する農地について，有効な

活用及び適切な保全を図るものとする。 

 

イ 市街化調整区域（都市計画法第７条第１項の規定による市街化調整区域をいう。以下

同じ。）においては，原則として，都市的な利用を避け，良好な都市環境を保持するため

の緑地等の保全を図り，市街化を抑制するものとする。 

 

ウ 市街化区域及び市街化調整区域に関する都市計画が定められていない都市計画区域

（以下「非線引き都市計画区域」という。）における用途地域内の土地利用については，

市街化区域における土地利用に準ずるものとする。 

また，非線引き都市計画区域における用途地域を除く都市地域の土地利用については， 
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良好な自然環境を維持するため，必要に応じて特定用途制限地域の指定等の都市計画制度

を活用し，適正な土地利用がなされるよう誘導する。 

 

(2) 農業地域 

農業地域は，農用地として利用すべき土地があり，総合的に農業の振興を図る必要があ

る地域である。 

   農業地域の土地利用については，農用地が食料供給源として県民の最も基礎的な土地資

源であるとともに，農業生産活動を通じて，県土保全，環境保全，景観形成等，多面的機

能の発揮も期待されることから，農用地は，原則としてその保全と有効利用を図る。 

特に，農用地の有効利用を図り，荒廃農地の発生防止やその解消のため，荒廃農地を再

生利用する取組を進め，また，農業生産基盤整備事業によるほ場の大区画化などにより，

優良農地を確保するとともに，農地中間管理事業等により，意欲ある担い手への農地の集

積・集約化を推進する。その他，市民農園としての利用など多様な農用地の利用により農

業空間の維持を図るものとする。 

   また，県土の有効利用，生産性の向上等の見地から，農用地区域（農業振興地域の整備

に関する法律第８条第２項第１号の規定による農用地等として利用すべき土地の区域を

いう。以下同じ。）において今後新たに必要とされる農用地を計画的に確保し，整備する

ものとする。 

 

ア 農用地区域内の土地は，農業生産の基盤として確保されるべき土地であることに鑑

み，他用途への転用は，原則として行わないものとするとともに，区画整理等の農業

生産基盤の整備を計画的に推進する。 

 

イ 農用地区域を除く農業地域内の農用地については，農用地区域と一体として農業の

振興を図る地域であるので，原則として保全するものとする。ただし，都市計画等農

業以外の土地利用計画との調整を了した場合，転用を行えるものとするが，この場合

であっても，農業生産力の高い農用地，集団的に存在している農用地又は農業に対す

る公共投資の対象となった農用地の転用は，原則として行わないものとする。 

 

(3)  森林地域 

    森林地域は，森林の土地として利用すべき土地があり，林業の振興又は森林の有する諸

機能の維持増進を図る必要がある地域である。 

   近年，森林地域の土地利用については，木材等の林産物の供給機能のほか，二酸化炭素

の吸収，水源の涵
かん

養，山地災害の防止，レクリエーションの場の提供，良好な景観の形成

等，森林の有する多面的な機能の重要性が高まっていることから，木を植え，育て，伐採

し，木材を有効利用し，再び植える「緑の循環システム」による機能豊かな森林づくりの

推進を図るものとする。 

   特に，平地林や里山林においては，地域住民等による身近な緑としての保全・整備を促

進するとともに，多様な動植物が生息・生育する森林については，生物多様性及び生態系
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サービスの保全と持続可能な利用に向けて，次世代へ引き継ぐべき貴重な財産として，適

正な維持と自然環境の保全を図るものとする。 

 

ア 保安林（森林法第25条第１項若しくは第２項又は第25条の２第1項若しくは第２項

の規定による保安林をいう。以下同じ。）の区域については，県土保全，水源涵
かん

養，生

活環境の保全等の諸機能の積極的な維持増進を図るべきものであることに鑑み，その積

極的な配備と適正な管理を進めるとともに，他用途への転用は，原則として行わないも

のとする。 

 

イ 保安林の区域を除く森林地域については，森林の持つ多面的機能の維持増進を図るも

のとし，林地の保全に特に留意すべき森林，施業方法を特定されている森林，水源とし

て依存度の高い森林，優良人工造林地又はこれに準ずる天然林等の機能の高い森林につ

いては，原則として他用途への転用を避けるものとする。 

 

(4) 自然公園地域 

自然公園地域は，優れた自然の風景地で，その保護及び利用の増進を図る必要がある地

域である。 

自然公園地域の土地利用については，自然公園が優れた自然の風景地でありその利用を

通じて県民の保健，休養及び教化に資するものであることに鑑み，行為規制や生物多様性

の把握及び保全等により，優れた自然の保護とその適正な利用を図るものとする。 

 

ア 特別保護地区（自然公園法第21条第１項の規定による特別保護地区をいう。）につい

ては，その指定の趣旨に即して景観の厳正な維持を図るものとする。 

 

イ 特別地域（自然公園法第20条第１項又は第73条第１項の規定による特別地域をいう。

以下同じ。）については，その風致の維持を図るべきものであることに鑑み，都市的利

用，農業的利用等を行うための開発行為は，原則として避けるものとする。 

 

ウ 特別地域を除く自然公園地域においては，都市的利用又は農業的利用を行うための大

規模な開発，その他風景地としての自然公園の保護に支障を来すおそれのある土地利用

は，原則として避けるものとする。 

 

(5) 自然保全地域 

自然保全地域は，良好な自然環境を形成している地域で，その自然環境の保全を図る必

要がある地域である。 

自然保全地域の土地利用については，自然環境が人間の健康的で文化的な生活に欠くこ

とのできないものであることに鑑み，広く県民が，その恵沢を享受するとともに将来の県

民に自然環境を継承することができるよう，積極的に保全を図るものとする。 
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ア  特別地区（自然環境保全法第25条第１項又は第46条第１項の規定による特別地区を

いう。以下同じ。）においては，その指定の趣旨に鑑み，特定の自然環境の状況に対応

した適正な保全を図るものとする。 

 

イ 特別地区を除く自然保全地域においては，原則として土地の利用目的を変更しないも

のとする。 
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第３章 五地域区分の重複する地域における土地利用に関する調整指導方針 

都市地域，農業地域，森林地域，自然公園地域又は自然保全地域のうち２地域が重複する地

域においては，次に掲げる調整指導方針に即し，また，３地域以上が重複する地域においては，

この調整指導方針におけるそれぞれの関係からみた優先順位，指導の方向等を考慮して，県土

利用の基本方向に沿った適正かつ合理的な土地利用を図るものとする。 

 

１ 調整指導方針 

(1) 都市地域と農業地域とが重複する地域 

ア 市街化区域及び用途地域を除く都市地域と農用地区域とが重複する場合 

農用地としての利用を優先するものとする。 

 

イ 市街化調整区域と農用地区域を除く農業地域とが重複する場合 

原則として，農業上の利用を優先するものとし，特定の場合を除き都市的な利用を抑

制するものとする。 

 

ウ 非線引き都市計画区域における用途地域を除く都市地域と農用地区域を除く農業地

域とが重複する場合 

土地利用の現況に留意しつつ，農業上の利用との調整を図りながら，都市的な利用を

認めるものとする。 

 

(2) 都市地域と森林地域とが重複する地域 

ア 都市地域と保安林の区域とが重複する場合 

    保安林としての利用を優先するものとする。 

 

イ 市街化区域及び用途地域と保安林の区域を除く森林地域とが重複する場合 

原則として，都市的な利用を優先するものとするが，緑地としての森林の保全に努め

るものとする。 

 

ウ 市街化調整区域と保安林の区域を除く森林地域とが重複する場合 

原則として，森林としての利用を優先するものとし，特定の場合を除き都市的な利用

を抑制するものとする。 

 

エ 非線引き都市計画区域における用途地域を除く都市地域と保安林の区域を除く森林

地域とが重複する場合 

    森林としての利用の現況に留意しつつ，森林としての利用との調整を図りながら，都

市的な利用を認めるものとする。 
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(3) 都市地域と自然公園地域とが重複する地域 

ア  市街化区域及び用途地域と特別地域を除く自然公園地域とが重複する場合 

原則として，都市的な利用を優先するものとするが，自然公園としての機能の維持に

努めるものとする。 

 

イ  市街化区域及び用途地域を除く都市地域と特別地域とが重複する場合 

自然公園としての保護及び利用を優先するものとする。 

 

ウ  市街化調整区域と特別地域を除く自然公園地域とが重複する場合 

原則として，自然公園としての保護及び利用を優先するものとし，特定の場合を除き

都市的な利用を抑制するものとする。  

 

エ  非線引き都市計画区域における用途地域を除く都市地域と特別地域を除く自然公園

地域とが重複する場合 

原則として，自然公園としての保護及び利用を優先するものとするが，自然公園とし

ての保護及び利用との調整を図りながら，都市的な利用を認めるものとする。 

 

(4) 都市地域と自然保全地域とが重複する地域 

ア  市街化区域及び用途地域を除く都市地域と特別地区とが重複する場合 

自然環境としての保全を優先するものとする。 

 

イ  市街化調整区域と特別地区を除く自然保全地域とが重複する場合 

原則として，自然環境としての保全を優先するものとし，特定の場合を除き都市的な

利用を抑制するものとする。 

  

ウ  非線引き都市計画区域における用途地域を除く都市地域と特別地区を除く自然保全

地域とが重複する場合 

原則として，自然環境としての保全を優先するものとするが，自然環境としての保全

との調整を図りながら，都市的な利用を認めるものとする。 

 

(5) 農業地域と森林地域とが重複する地域 

ア 農業地域と保安林の区域とが重複する場合 

    保安林としての利用を優先するものとする。 

 

イ 農用地区域と保安林の区域を除く森林地域とが重複する場合 

原則として，農用地としての利用を優先するものとするが，農業上の利用との調整を

図りながら，森林としての利用を認めるものとする。 
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ウ  農用地区域を除く農業地域と保安林の区域を除く森林地域とが重複する場合 

    原則として，森林としての利用を優先するものとするが，森林としての利用との調整

を図りながら，農業上の利用を認めるものとする。 

 

(6) 農業地域と自然公園地域とが重複する地域 

ア 農業地域と特別地域とが重複する場合 

    自然公園としての保護及び利用を優先するものとする。 

 

イ 農業地域と特別地域を除く自然公園地域とが重複する場合 

    原則として，自然公園としての保護及び利用を優先するものとするが，自然公園とし

ての保護及び利用との調整を図りながら，農業上の利用を認めるものとする。 

 

(7) 農業地域と自然保全地域とが重複する地域 

ア 農業地域と特別地区とが重複する場合 

    自然環境としての保全を優先するものとする。 

 

イ 農業地域と特別地区を除く自然保全地域とが重複する場合 

    原則として，自然環境としての保全を優先するものとするが，自然環境としての保全

との調整を図りながら，農業上の利用を認めるものとする。 

 

(8)  森林地域と自然公園地域とが重複する地域 

両地域が両立するよう調整を図っていくものとする。 

 

(9) 森林地域と自然保全地域とが重複する地域 

両地域が両立するよう調整を図っていくものとする。 

 

 

２ 留意事項 

  土地利用調整に当たっては，併せて次に掲げる留意事項についても十分留意することとす

る。 

 

(1) 土地利用の規制等に関する法令の理念及びその基本方針 

各法令の理念を遵守しつつ，法令間の適切な連携がなされるよう調整を図り，土地の合

理的利用を確保する。 

  

(2) 市町村の土地利用に関する諸計画及び施策 

   市町村において総合調整を了した土地利用に関する諸計画等との整合性を図りつつ，土

地利用を調整する。 
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(3) 農用地の利用転換 

   食料生産の確保，農業経営の安定及び地域農業や地域景観・自然環境等に及ぼす影響に

留意し，非農業的土地利用との調整を図りつつ，無秩序な転換を防止し，優良農地が確保

されるよう十分考慮する。 

 

(4) 森林の利用転換 

   森林の有する公益的機能を十分考慮して，森林資源の維持造成と持続可能な林業経営に

留意しながら，その周辺の土地利用との調整を図る。 

 

(5) 農山村の混住化の進行する地域等における土地利用の転換 

   土地利用の混在による弊害を防止するため，必要な土地利用のまとまりを確保すること

などにより，農用地，宅地等相互の土地利用の調和を図る。 

 

(6)  大規模な土地利用の転換 

    影響が広範囲に及ぶため，周辺地域も含めて事前に十分な調査と調整を行い，県土の保

全と安全性の確保，環境の保全等に配慮しつつ，また，産業系土地利用については広域交

通ネットワークの活用も考慮しながら，茨城県県土利用の調整に関する基本要綱等に基づ

き，適正かつ合理的な土地利用を図る。 
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〇 五地域区分の重複する地域における土地利用に関する調整指導方針（整理表） 

 

 
五地域区分 都市地域 農業地域 森林地域 

自然公園 

地  域 

自然保全 

地  域 

五

地

域

区

分 

 

用

途

地

域 

市
街
化
区
域
及
び 

 

市

街

化

調

整

区

域 

 

そ

の

他 

 
 

農

用

地

区

域 

 
 

そ

の

他 

 
 

 

保

安

林 

 
 

 

そ

の

他 

 
 

 
 

 

特

別

地

域 

 
 

 
 

 
 

普

通

地

域 

特 
  

別 
 
 

地 
  

区 

 
 

 
 

 
 

普

通

地

区 

都

市

地

域 

市 街 化 区 域

及 び 用 途 地 域

 

市 街 化 調 整

区  域
× 

 

そ  の  他 × × 
 

農
業
地
域 

農 用 地 区 域 × 
   

そ  の  他 × 
 

△ × 
 

森
林
地
域 

保  安  林 × 
  

× 
  

そ  の  他 ▲ 
 

△ ↑ ← × 
 

自
然
公
園

地

域 

特  別  地  域 × 
    

○ ○ 
 

普  通  地  域 ▲ 
 

← ← ← ○ ○ × 
 

自
然
保
全

地

域 

特 別 地 区 × 
    

○ ○ × × 
 

普  通  地  区 × 
 

← ← ← ○ ○ × × × 
 

 

注 

×：制度上又は実態上，一部の例外を除いて重複のないもの。 

：矢印方向の土地利用を優先する。 

：原則として，矢印方向の利用を優先し，都市的な利用を抑制する（特定の場合を除く。）。 

←：原則として，矢印方向の利用を優先するものとするが，矢印方向の利用との調整を図りながら，他方の利用を認める。 

▲：原則として，都市的な利用を優先するが，他方の機能維持に努める。 

△：土地利用の現況に留意しつつ，両地域間の調整を図りながら，都市的な利用を認める。 

○：両地域が両立するよう調整を図る。 

 

 

 

 

 

 

 細区分 

細区分 
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（参考資料） 

１ 土地利用基本計画図地域区分別面積 

 

（１）五地域区分の面積 

（Ｈ29.1.1現在）

面 積 （ ha ） 割 合 ( ％ )

都 市 地 域 431,865 70.8

農 業 地 域 475,629 78.0

森 林 地 域 186,603 30.6

自 然 公 園 地 域 90,896 14.9

自 然 保 全 地 域 645 0.1

1,185,638 194.5

1,354 0.2

1,186,992 194.7

609,706 100.0

（注１）五地域区分の面積は、各個別規制法に基づく諸計画における数値である。

（注２）県土面積は、平成27年10月１日現在の国土地理院公表の県土面積である。

区 分

計

白 地 地 域

合 計

県 土 面 積

五

地

域
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（２）参考表示の地域・地区等の面積 

地 域 ・ 地 区 等 面 積 （ ha ） 備 考

市 街 化 区 域 52,412 平 成 29 年 1 月 1 日 現 在

市 街 化 調 整 区 域 253,467 ″

そ の 他 都 市 計 画 区 域
に お け る 用 途 地 域

5,737 ″

農 用 地 区 域 133,833 平 成 27 年 12 月 31日 現在

国 有 林 44,988 平 成 29 年 1 月 1 日 現 在

地 域 森 林 計 画 対 象 民 有 林 141,615 ″

保 安 林 55,691 平 成 28 年 3 月 31 日 現 在

特 別 地 域
（ 自 然 公 園 地 域 ）

43,934 平 成 29 年 1 月 1 日 現 在

特 別 保 護 地 区
（ 自 然 公 園 地 域 ）

114 ″

特 別 地 区
（ 自 然 環 境 保 全 地 域 ）

82 ″

（注）面積は，各個別規制法に基づく諸計画における数値である。  
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２ 用語解説 

索引 用　　語 ページ 解　　説

い
茨城県県土利用の調整
に関する基本要綱

17

　土地開発事業の計画に関し，関連する法令等との調整事項を定め
て，その適正な施行を確保することにより，総合的かつ計画的な県土
の利用を図ることを目的として制定された要綱（昭和49年12月24日公
告）

う 上野東京ライン ５

　上野駅～東京駅間に新たに建設した新線の愛称で，平成27年3月14
日に開業した。これにより，宇都宮線（東北本線），高崎線及び東海
道線の相互直通運転と，常磐線の東京駅・品川駅乗り入れが実現し
た。

お オープンスペース ８
　主に都市地域における建築物のない空間をいう。特に，都市公園や
緑地等を指すことが多い。

開発行為 １，12
　主として，(1)建築物の建築，(2)第１種特定工作物（コンクリート
プラント等）の建設，(3)第２種特定工作物（ゴルフコース，１ha以
上の墓園等）の建設を目的とした土地の区画形質の変更をいう。

かん

涵養 ７，11
　渇水や洪水を緩和するとともに，河川流量を一定以上に維持し，良
質な水を供給すること。

国が定める国土利用計
画

１
　国土利用計画法（昭和49年法律第92号）第５条の規定に基づき，全
国の区域について定めた国土の利用に関する計画

グリーンインフラ ８

　土地利用等において，自然環境が有する多様な機能（生物の生息・
生育の場の提供，良好な景観形成，気温上昇の抑制等）を有効活用
し，持続可能で魅力ある国土づくりや地域づくりを進めようとする社
会資本整備のあり方をいう。

県国土利用計画 １
　国土利用計画法第７条の規定に基づき，都道府県の区域について定
めた国土の利用に関する計画

健全な水循環 ７，８
　水循環基本法（平成26年法律第16号）における人の活動及び環境保
全に果たす水の機能が適切に保たれた状態での水循環をいう。

県土強靱化 ８

　強くしなやかな国民生活の実現を図るための防災・減災等に資する
国土強靱化基本法（平成25年法律第95号）に基づく事前防災及び減災
その他迅速な復旧復興並びに国際競争力の向上に資する国民生活及び
国民経済に甚大な影響を及ぼすおそれがある大規模自然災害等に備え
た県土の全域にわたる強靱な県づくりをいう。

県土の県民的経営 ６，９

　国や都道府県，市町村による公的な役割，所有者等による適切な管
理に加え，森林づくり活動，農地の保全管理活動への参加，地元農産
品や地域材製品の購入，緑化活動に対する寄付など，所有者，地域住
民，企業，行政，他地域住民など多様な主体が様々な方法により県土
の適切な管理に参画することをいう。

高規格幹線道路 ３ 全国的な高速自動車交通網を構成する自動車専用道路

公共・公益施設 ２，４
　電気，ガス，水道，下水道，電話，地下鉄，地下街等の施設をい
う。

か

く

け

こ
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荒廃農地
７，９

11
　現に耕作に供されておらず，耕作の放棄により荒廃し，通常の農作
業では作物の栽培が客観的に不可能となっている農地をいう。

国土形成計画

　国土形成計画法（昭和25年法律第205号）に基づき定めた国土の利
用，整備及び保全を推進するための総合的かつ基本的な計画。国土総
合開発法が国土形成計画法に全面改正されて以降，平成20年に初めて
の計画が定められ，平成27年８月14日に，新たな国土形成計画（全国
計画）が第五次国土利用計画とあわせ閣議決定された。

国土利用計画法 １

　国土利用計画の策定に関し必要な事項について定めるとともに，土
地利用基本計画の作成，土地取引の規制に関する措置その他土地利用
を調整するための措置を講ずることにより，国土形成計画法による措
置と相まって，総合的かつ計画的な国土の利用を図ることを目的とし
て制定された法律

コミュニティバス ７
　住民の移動手段を確保するため，市町村等が事業主体となって運行
する路線バスのこと。

コンパクト＋ネット
ワーク

６，10

　新たな国土形成計画（全国計画）において，「コンパクト」は空間
的な密度を高める「まとまり」を，「ネットワーク」は地域と地域の
間の「つながり」を意味しており，「コンパクト＋ネットワーク」
は，これらを合わせた対流促進型国土の形成を図るための国土構造，
地域構造を意味している。

再生可能エネルギー ７
　エネルギー源として永続的に利用することができるもののことをい
い，具体的には，太陽光，風力，水力，地熱，太陽熱，バイオマスな
どのことを指す。

採草放牧地 ２，３

　農地法（昭和27年法律第229号）第２条第１項に定める採草放牧地
をいう。農地以外の土地で，主として耕作又は養畜の事業のための採
草又は家畜の放牧の目的に供されるものである。なお，ここでいう耕
作又は養畜の事業のための採草とは，具体的には肥料，飼料の材料を
得るための採草のことである。

市街化区域
10，14
15，18

　都市計画法（昭和43年法律第100号）に基づく，既に市街地を形成
している区域及びおおむね10年以内に優先的かつ計画的に市街化を図
るべき区域のこと。

市街化調整区域
10，14
15，18

都市計画法に基づく，市街化を抑制すべき区域のことであり，同区域
では基本的に開発行為及び建築物等の立地が制限されている。

自然環境保全法 １，13

　自然公園法 （昭和32年法律第161号）その他の自然環境の保全を目
的とする法律と相まって，自然環境を保全することが特に必要な区域
等の生物の多様性の確保その他の自然環境の適正な保全を総合的に推
進することにより，広く国民が自然環境の恵沢を享受するとともに，
将来の国民にこれを継承できるようにし，もって現在及び将来の国民
の健康で文化的な生活の確保に寄与することを目的として制定された
法律（昭和47年法律第85号）。

さ

こ

し
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自然公園

８，10
12，14
15，16

18

　優れた自然の風景地であって，環境大臣又は都道府県知事が自然公
園法の規定により指定する国立公園，国定公園及び都道府県立自然公
園を指す。これら自然公園においては，自然環境の保護と快適で適正
な利用が推進されている。

自然公園法 １，12

　優れた自然の風景地を保護するとともに，その利用の増進を図るこ
とにより，国民の保健，休養及び教化に資するとともに，生物の多様
性の確保に寄与することを目的として制定された法律（昭和32年法律
第161号）

自然的土地利用 ７
　自然環境の保全を旨として維持すべき森林，原野，水面，河川，海
浜などの土地利用を指す。

重要港湾 ５
　港湾法（昭和25年法律第218号）第２条第２項に規定された，国際
戦略港湾及び国際拠点港湾以外の港湾であって，海上輸送網の拠点と
なる港湾その他の国の利害に重大な関係を有する港湾を指す。

森林法 １，12

　森林計画，保安林その他の森林に関する基本的事項を定めて，森林
の保続培養と森林生産力の増進とを図り，もって国土の保全と国民経
済の発展とに資することを目的として制定された法律（昭和26年法律
第249号）

生態系 ７，８
　生物と生物を取り巻くそれ以外の環境が相互に関係し合って，生命
の循環を作り出しているシステムのことをいう。

生態系サービス ７，11

　人々が生態系から得ることのできる便益のことで，食料，水，木
材，繊維，燃料などの「供給サービス」，気候の安定や水質の浄化な
どの「調整サービス」，レクリエーションや精神的な恩恵を与える
「文化的サービス」，栄養塩の循環や土壌形成，光合成などの「基盤
サービス」などがある。

生態系ネットワーク ７

　自然の保全・再生を図るための手法の一つ。原生的な自然地域等の
重要地域を核として，ラムサール条約等の国際的な視点や生態的なま
とまりを考慮した上で，森林，農地，都市内緑地・水辺，河川，海ま
でと，その中に分布する湿原・干潟・藻場・サンゴ礁等を有機的に繋
ぐことをいう。エコロジカル・ネットワークともいう。

施業 12
　目的とする森林を造成及び維持するための造林，保育，間伐，伐採
等の一連の森林に対する行為。

第五次国土利用計画
（全国計画）

１

　本格的な人口減少社会，超高齢社会を迎えた現在，国土を適切に管
理し荒廃を防ぐこと，開発圧力が低減する機会をとらえ，自然環境の
再生・活用や災害に対する安全な土地利用の推進等を図ることによっ
て，より安全で豊かな国土を実現することが重要な課題であるという
認識のもと策定された第五次の国土利用計画（全国計画）。平成27年
８月14日に閣議決定された。

対流促進型国土

　新たな国土形成計画（全国計画）において，流体内における温度の
違いにより生じる「対流」という用語を援用して作られた新たな国土
形成モデルをいう。このモデルでは，多様な個性を持つ様々な地域が
相互に連携して生じる地域間のヒト，モノ，カネ，情報の双方向の活
発な流れである「対流」を全国各地でダイナミックに湧き起こし，イ
ノベーションの創出を促すことがイメージされている。

せ

た

し
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ち 中山間地域 ９

　農林統計上用いられている地域区分（地域農業の構造を規定する基
盤的な条件（耕地や林野面積の割合，農地の傾斜度等）に基づき市町
村及び旧市区町村を区分したもの）のうち，「中間農業地域」と「山
間農業地域」を合わせた地域のことをいい，平野の外縁部から山間地
を指す。
　また，食料・農業・農村基本法（平成11年法律第106号）では，山
間地及びその周辺の地域その他の地勢等の地理的条件が悪く，農業の
生産条件が不利な地域を「中山間地域等」といい，条件不利地域を対
象とする地域振興立法（特定農山村地域における農林業等の活性化の
ための基盤整備の促進に関する法律（平成５年法律第72号），山村振
興法（昭和40年法律第64号），過疎地域自立促進特別措置法（平成12
年法律第15号）等の指定地域を含む概念として使われる。

低・未利用地
４，６
７，９

10

　土地利用がなされていないもの，又は個々の土地の立地条件に対し
て利用形態が社会的に必ずしも適切でないものをいう。特に，大都市
においては，地価水準に比べてかなり低い収益しか得られていない状
態が一つの目安となっている。

デマンド型乗合タク
シー

７
　市町村等が事業主体となり，タクシーの利便性を維持しつつ，バス
と同じ乗合方式で運賃の低廉化を図ることで，高齢者等に利用しやす
い交通手段を提供しようとするもの。

特定用途制限地域 11
用途地域が定められていない土地の区域（市街化調整区域を除く。）
内において，良好な環境の形成又は保持のため，特定の建築物等の用
途について制限を定める地域のこと。

特別地域
12，15
16，18

 自然公園内で，優れた風致景観を有し，かつ，優れた自然の状態を
維持する必要がある，利用上重要な土地及びその周辺地で適正な環境
を保全する必要がある，社寺等文化景観が周囲の自然と相まって特徴
ある景観を呈している，または自然景観の育成が必要で復元の見込み
のある地域。

特別地区
13，15
16，18

　自然環境保全地域内で生態系構造上重要な地区及び生態系の育成を
特に図ることを必要とする地区，あるいは特定の自然環境を維持する
ため特に必要がある地区等で，保全対象を保全するために必要不可欠
な核となる地区。

特別保護地区 12
　自然公園特別地域内で特に厳重に景観の維持を図る必要があり，か
つ，特定の自然景観が原生的な状態を保持している，植物の自生地又
は野生動物の生息地もしくは繁殖地として重量である等の地域。

都市計画法 １，10

　都市計画の内容及びその決定手続，都市計画制限，都市計画事業そ
の他都市計画に関し必要な事項を定めることにより，都市の健全な発
展と秩序ある整備を図り，もって国土の均衡ある発展と公共の福祉の
増進に寄与することを目的として制定された法律（昭和43年法律第
100号）

都市的土地利用 ６，７
　住宅地，工業用地，事務所，店舗用地，一般道路等，主として人工
的施設による土地利用を指す。

に 二地域居住 ８
　都市住民が，農山漁村などの地域にも同時に生活拠点を持つライフ
スタイルのことをいう。

と

て
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農業振興地域の整備に
関する法律

１，７
11

　自然的経済的社会的諸条件を考慮して総合的に農業の振興を図るこ
とが必要であると認められる地域について，その地域の整備に関し必
要な施策を計画的に推進するための措置を講ずることにより，農業の
健全な発展を図るとともに，国土資源の合理的な利用に寄与すること
を目的として制定された法律（昭和44年法律第58号）。

農地中間管理事業 11

農業をやめたり，経営規模を縮小する方の農地を，農地中間管理機構
が一括して借り受け，まとめたうえで，地域の意欲ある担い手に貸し
付けを行うことにより，担い手への農地集積と集約化を進める事業の
こと。

農用地区域
11，14
15，16

18

農業振興地域の整備に関する法律（昭和44年法律第58号）第８条第２
項第１号に規定する農用地等として利用すべき土地の区域をいう。
　なお，農用地区域内にある土地については，農業上の用途（農地，
採草放牧地，農業用施設用地など）が指定されており，原則として指
定された用途以外の用途に供することはできない。

農林業的土地利用 ７
　主として農業生産活動又は林業生産活動を目的とした土地利用を指
し，農地，採草放牧地，森林（自然環境の保全を旨として維持すべき
森林を除く。），農道，林道等がこれに該当する。

は バイオマス ８

　バイオマス（biomass）とは，生物資源（bio）の量（mass）を表す
概念で，一般的には，再生可能な生物由来の有機性資源のうち化石資
源を除いたものをいう。なお，生物由来性の資源には，植物及び動物
等の生物由来の製品から，それらの生命活動から排出される廃棄物，
生ごみ，ふん尿，汚泥等までが含まれる。

ほ 保安林
12，14
15，16

18

　水源の涵養等特定の公益目的を達成するため，農林水産大臣又は都
道府県知事によって指定される森林をいう。立木の伐採や土地の形質
の変更等が制限される。

み 緑の循環システム 11

　「木を植え，育て，伐採し，木材を有効利用し，再び植える」森林
資源を循環利用するシステムのことをいう。
　このシステムが確立されることにより，林業･木材産業の成長産業
化と機能豊かな森林の育成につながる。

用途地域
10, 14
15，18

都市における土地の合理的な利用を図るため，建築物の用途規制や，
建ぺい率・容積率等の形態規制を定める地域のこと。住居系7種類，
商業系2種類，工業系3種類の計12種類に分類され，地域の目指すべき
市街地像に応じて市町村が定める。

要配慮者利用施設 ８

　幼稚園，小学校，中学校，高等学校，中等教育学校，特別支援学
校，高等専門学校，専修学校（高等課程を置くものに限る），児童福
祉施設，老人福祉関係施設，介護保険施設，障害児支援施設，障害福
祉サービス事業所，身体障害者社会参加支援施設，福祉ホーム，精神
障害者退院支援施設，地域活動支援センター，医療提供施設，幼稚
園，障害児通所支援事業所，救護施設，更正施設及び医療保護施設，
特別支援学校，その他要配慮者に関連する施設等を指す。

よ

の
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ライフライン ８

　「生活の幹線，すなわち都市生活を営む上での命綱」と定義される
ものであり，①公共性が高い，②システムやネットワークが形成され
ている，③物資・情報等の伝達機能を有している等の特徴を有してい
る。具体的には，電気，ガス，上下水道，交通，通信といった狭義の
施設と，これらに工業用水道，廃棄物等の処理システム，農業用溜
池，空港等を加えた広義の施設があるが，国土利用計画（全国計画）
では，主として狭義の施設を対象としている。

ラムサール条約 ２

　特に水鳥の生息地として国際的に重要な湿地及びその動植物の保全
を促進することを目的とする条約。1971年２月２日に制定され，1975
年12月21日に発効した。県内では，渡良瀬遊水池（平成24年），涸沼
（平成27年）がラムサール条約湿地として登録されている。

れ
レクリエーション施設
用地

２，４
11

　国民のレクリエーション活動に供される土地のことをいう。　国土
利用計画（全国計画）では，観光白書の「公的観光レクリエーション
地区」，「公的観光レクリエーション施設」及び「民間観光レクリ
エーション施設」を対象としている。

ら
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３ 茨城県土地利用基本計画（計画書）の変更に係る経過 

 

年 月 日 事  項 内  容 

平成28年２月10日  平成27年度国土利用計画審議会 
県国土利用計画の見直し（計画統

合）の考え方を報告 

４月21日  国土利用計画法市町村担当者会議 
県国土利用計画の見直し方針・ 

スケジュールを説明 

７月29日  

～８月10日  

県国土利用計画推進協議会（庁内42課室。

以下「県推進協」という。） 

県国土利用計画の見直し方針， 

土地利用基本計画（骨子・素案）

を説明・内容調整 

８月31日  

～９月 ８日  
市町村・県推進協委員への意見照会 

土地利用基本計画（原案）を 

提示・内容調整 

９月29日  平成28年度第１回国土利用計画審議会 土地利用基本計画（原案）を諮問 

11月 ２日  

～11月11日  
市町村・県推進協委員への意見照会 

土地利用基本計画（案）を提示・

内容調整 

12月13日  

～平成29年１月11日  
パブリックコメント 

県ホームページ等による意見 

募集 

12月22日  

～１月11日  
市町村長への意見聴取（法定） 

土地利用基本計画（案）を提示・

内容調整 

１月26日  平成28年度第２回国土利用計画審議会 土地利用基本計画（案）の答申 

２月10日  

～３月13日      
国土交通省への本協議（法定） 

土地利用基本計画（最終案）を 

提示 

３月24日  計画の変更決定  

 

 



- 28 - 
 

４ 国土利用計画関係法令等 

 

（１）国土利用計画法（抄） 

（昭和49年法律第92号） 

 

（目的）  

第一条 この法律は、国土利用計画の策定に関し必要な事項について定めるとともに、土地利用基本

計画の作成、土地取引の規制に関する措置その他土地利用を調整するための措置を講ずることによ

り、国土形成計画法 （昭和二十五年法律第二百五号）による措置と相まつて、総合的かつ計画的な

国土の利用を図ることを目的とする。 

 

（基本理念）  

第二条 国土の利用は、国土が現在及び将来における国民のための限られた資源であるとともに、生

活及び生産を通ずる諸活動の共通の基盤であることにかんがみ、公共の福祉を優先させ、自然環境

の保全を図りつつ、地域の自然的、社会的、経済的及び文化的条件に配意して、健康で文化的な生

活環境の確保と国土の均衡ある発展を図ることを基本理念として行うものとする。 

 

（国土利用計画）  

第四条 国土利用計画は、全国の区域について定める国土の利用に関する計画（以下「全国計画」と

いう。）、都道府県の区域について定める国土の利用に関する計画（以下「都道府県計画」という。）

及び市町村の区域について定める国土の利用に関する計画（以下「市町村計画」という。）とする。 

 

（全国計画）  

第五条 国は、政令で定めるところにより、国土の利用に関する基本的な事項について全国計画を定

めるものとする。  

２ 国土交通大臣は、全国計画の案を作成して、閣議の決定を求めなければならない。  

３ 国土交通大臣は、全国計画の案を作成する場合には、国土審議会及び都道府県知事の意見を聴か

なければならない。  

４ 国土交通大臣は、前項の規定により都道府県知事の意見を聴くほか、都道府県知事の意向が全国

計画の案に十分に反映されるよう必要な措置を講ずるものとする。  

５ 国土交通大臣は、全国計画の案を作成するに当たつては、国土の利用の現況及び将来の見通しに

関する調査を行うものとする。  

６ 国土交通大臣は、第二項の規定による閣議の決定があつたときは、遅滞なく、全国計画を公表し

なければならない。  

７ 国土交通大臣は、全国計画の案の作成に関する事務のうち環境の保全に関する基本的な政策に係

るものについては、環境大臣と共同して行うものとする。  

８ 第二項から前項までの規定は、全国計画の変更について準用する。 

 

（全国計画と他の国の計画との関係）  

第六条 全国計画以外の国の計画は、国土の利用に関しては、全国計画を基本とするものとする。 

 

（都道府県計画）  

第七条 都道府県は、政令で定めるところにより、当該都道府県の区域における国土の利用に関し必

要な事項について都道府県計画を定めることができる。 

２ 都道府県計画は、全国計画を基本とするものとする。 

３ 都道府県は、都道府県計画を定める場合には、あらかじめ、第三十八条第一項の審議会その他の

合議制の機関及び市町村長の意見を聴かなければならない。 
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４ 都道府県は、前項の規定により市町村長の意見を聴くほか、市町村長の意向が都道府県計画に十

分に反映されるよう必要な措置を講ずるものとする。 

５ 都道府県は、都道府県計画を定めたときは、遅滞なく、その要旨を公表するよう努めるとともに、

都道府県計画を国土交通大臣に報告しなければならない。 

６ 国土交通大臣は、前項の規定により都道府県計画について報告を受けたときは、国土審議会の意

見を聴いて、都道府県に対し、必要な助言又は勧告をすることができる。 

７ 国土交通大臣は、第五項の規定により都道府県計画について報告を受けたときは、これを関係行

政機関の長に送付しなければならない。この場合において、関係行政機関の長は、国土交通大臣に

対し、当該都道府県計画について意見を申し出ることができる。 

８ 国土交通大臣は、前項後段の規定による意見の申出があつたときは、関係行政機関の長に協議す

るとともに、国土審議会の意見を聴いて、都道府県に対し、必要な助言又は勧告をすることができ

る。 

９ 第三項から前項までの規定は、都道府県計画の変更について準用する。 

 

（市町村計画）  

第八条 市町村は、政令で定めるところにより、当該市町村の区域における国土の利用に関し必要な

事項について市町村計画を定めることができる。 

２ 市町村計画は、都道府県計画が定められているときは都道府県計画を基本とするものとする。 

３ 市町村は、市町村計画を定める場合には、あらかじめ、公聴会の開催等住民の意向を十分に反映

させるために必要な措置を講ずるよう努めなければならない。 

４ 市町村は、市町村計画を定めたときは、遅滞なく、その要旨を公表するよう努めるとともに、市

町村計画を都道府県知事に報告しなければならない。 

５ 都道府県知事は、前項の規定により市町村計画について報告を受けたときは、第三十八条第一項

の審議会その他の合議制の機関の意見を聴いて、市町村に対し、必要な助言又は勧告をすることが

できる。 

６ 前三項の規定は、市町村計画の変更について準用する。 

 

（土地利用基本計画）  

第九条 都道府県は、当該都道府県の区域について、土地利用基本計画を定めるものとする。  

２ 土地利用基本計画は、政令で定めるところにより、次の地域を定めるものとする。  

一 都市地域  

二 農業地域  

三 森林地域  

四 自然公園地域  

五 自然保全地域  

３ 土地利用基本計画は、前項各号に掲げる地域のほか、土地利用の調整等に関する事項について定

めるものとする。  

４ 第二項第一号の都市地域は、一体の都市として総合的に開発し、整備し、及び保全する必要があ

る地域とする。  

５ 第二項第二号の農業地域は、農用地として利用すべき土地があり、総合的に農業の振興を図る必

要がある地域とする。  

６ 第二項第三号の森林地域は、森林の土地として利用すべき土地があり、林業の振興又は森林の有

する諸機能の維持増進を図る必要がある地域とする。  

７ 第二項第四号の自然公園地域は、優れた自然の風景地で、その保護及び利用の増進を図る必要が

あるものとする。  

８ 第二項第五号の自然保全地域は、良好な自然環境を形成している地域で、その自然環境の保全を

図る必要があるものとする。  
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９ 土地利用基本計画は、全国計画（都道府県計画が定められているときは、全国計画及び都道府県

計画）を基本とするものとする。 

10 都道府県は、土地利用基本計画を定める場合には、あらかじめ、第三十八条第一項の審議会その

他の合議制の機関及び市町村長の意見を聴くとともに、国土交通大臣に協議しなければならない。  

11 都道府県は、前項の規定により市町村長の意見を聴くほか、市町村長の意向が土地利用基本計画

に十分に反映されるよう必要な措置を講ずるものとする。  

12 国土交通大臣は、第十項の規定による協議を受けたときは、関係行政機関の長に協議しなければ

ならない。  

13 都道府県は、土地利用基本計画を定めたときは、遅滞なく、その要旨を公表するよう努めなけれ

ばならない。  

14 第十項から前項までの規定は、土地利用基本計画の変更（政令で定める軽易な変更を除く。）に

ついて準用する。  

 

（土地利用の規制に関する措置等）  

第十条 土地利用基本計画に即して適正かつ合理的な土地利用が図られるよう、関係行政機関の長及

び関係地方公共団体は、この法律に定めるものを除くほか、別に法律で定めるところにより、公害

の防止、自然環境及び農林地の保全、歴史的風土の保存、治山、治水等に配意しつつ、土地利用の

規制に関する措置その他の措置を講ずるものとする。  

 

（審議会等）  

第三十八条 この法律の規定によりその権限に属させられた事項を調査審議するほか、都道府県知事

の諮問に応じ、当該都道府県の区域における国土の利用に関する基本的な事項及び土地利用に関し

重要な事項を調査審議するため、都道府県に、これらの事項の調査審議に関する審議会その他の合

議制の機関（次項において「審議会等」という。）を置く。  

２ 審議会等の組織及び運営に関し必要な事項は、都道府県の条例で定める。 
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（２）国土利用計画法施行令（抄） 

（昭和49年政令第387号） 

 

（全国計画、都道府県計画及び市町村計画の計画事項）  

第一条 国土利用計画法 （以下「法」という。）第五条第一項 の全国計画には、次に掲げる事項を

定めるものとする。  

一 国土の利用に関する基本構想  

二 国土の利用目的に応じた区分ごとの規模の目標及びその地域別の概要  

三 前号に掲げる事項を達成するために必要な措置の概要  

２ 法第七条第一項 の都道府県計画を定める場合には、当該都道府県の区域における国土の利用に

関し前項各号に掲げる事項について定めるものとする。  

３ 法第八条第一項 の市町村計画を定める場合には、当該市町村の区域における国土の利用に関し

第一項各号に掲げる事項について定めるものとする。 

 

（土地利用基本計画）  

第二条 法第九条第一項 の土地利用基本計画には、縮尺五万分の一の地形図により同条第二項各号

に掲げる地域を定めるものとする。  

 

第三条 法第九条第十四項 の政令で定める軽易な変更は、市町村の名称の変更、市町村の区域内の

町若しくは字の区域の新設若しくは廃止若しくは区域若しくはその名称の変更又は地番の変更に

伴う変更とする。 

 

 

 

（３）土地利用基本計画の見直しについて（抄） 

（昭和53年12月１日付け53国土利第411号国土庁土地局長通知） 

 

別添 土地利用基本計画作成要領 

五 計画書の表示 

 (一) 計画書には、土地利用の基本方向、五地域区分の重複する地域における土地利用に関する調整

指導方針、土地利用上配慮されるべき公的機関の開発保全計画等を記載するものとする。 
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（４）茨城県国土利用計画審議会条例 

昭和49年10月１日 

茨城県条例第41号 

 (趣旨) 

第１条 この条例は，国土利用計画法(昭和49年法律第92号)第38条第２項の規定に基づき，同法の規定に

よりその権限に属させられた事項を調査審議するほか，知事の諮問に応じ，県の区域における国土の利

用に関する基本的な事項及び土地利用に関し重要な事項を調査審議するため，これらの事項の調査審議

に関する審議会(以下「審議会」という。)の組織及び運営に関し必要な事項を定めるものとする。 

 (審議会の名称) 

第２条 審議会の名称は，茨城県国土利用計画審議会とする。 

(組織) 

第３条 審議会は，国土の利用及び土地利用に関し学識経験を有する者のうちから知事が委嘱する委員25

人以内をもつて組織する。 

２ 特別の事項を調査審議させるため，審議会に臨時委員を置くことができる。 

３ 臨時委員は，国土の利用及び土地利用に関し学識経験を有する者のうちから知事が委嘱する。 

４ 審議会は，国土の利用及び土地利用に関し特別に調査審議する必要があると認めるときは，特別委員

会を置くことができる。 

 (任期) 

第４条 前条第１項の委員の任期は，３年とする。ただし，委員が欠けた場合における補欠の委員の任期

は，前任者の残任期間とする。 

２ 委員は，再任されることができる。 

３ 臨時委員は，当該特別の事項に関する調査審議が終了したときは，解任されるものとする。 

 (会長) 

第５条 審議会に，会長を置く。 

２ 会長は，委員の互選により定める。 

３ 会長は，審議会を代表し，会務を総理する。 

４ 会長に事故があるときは，会長があらかじめ指名する委員がその職務を代理する。 

 (会議) 

第６条 審議会の会議(以下「会議」という。)は，会長が招集する。 

２ 会長は，会議の議長となる。 

３ 会議は，委員及び議事に関係のある臨時委員の２分の１以上が出席しなければ，開くことができない。 

４ 会議の議事は，出席した委員及び議事に関係のある臨時委員の過半数をもつて決し，可否同数のとき

は，議長の決するところによる。 

 (幹事) 

第７条 審議会に，幹事若干人を置く。 

２ 幹事は，県の職員のうちから知事が任命する。 

３ 幹事は，会長の命を受け，会務を処理する。 

 (委任) 

第８条 この条例に定めるもののほか，審議会の運営に関し必要な事項は，審議会が定める。 

   付 則 

この条例は，公布の日から施行する。 

   付 則 

１ この条例は，平成12年４月１日から施行する。 

２ この条例による改正前の茨城県国土利用計画地方審議会は，この条例による改正後の茨城県国土利用

計画審議会となるものとする。 

 



- 33 - 
 

（５）茨城県国土利用計画審議会運営規程 
 
（目的） 

第１条 この規程は，茨城県国土利用計画審議会条例（以下「条例」という。）第８条の規定に基
づき，茨城県国土利用計画審議会（以下「審議会」という。）の運営について必要な事項を定め
るものとする。 
 
（会議の招集） 

第２条 会長は，審議会の会議（以下「会議」という。）を招集しようとするときは，原則として
開会の日から７日前までに日時，場所，議題及び審議する事項を委員並びに議事に関係のある臨
時委員に通知しなければならない。 
 
（欠席） 

第３条 委員及び臨時委員は，招集を受けた場所において事故のため会議に出席できないときは，
あらかじめその旨を会長に通知しなければならない。 

 
 （会議の公開） 
第４条 会議は，原則として公開とする。ただし，次の各号のいずれかに該当する場合は，出席し
た委員及び議事に関係のある臨時委員の過半数をもって決し，可否同数のときは，会長の決する
ところにより，非公開とすることができる。 

 (1) 茨城県情報公開条例（平成12年茨城県条例第87号）第７条各号に掲げる不開示情報のいずれ
かに該当する，又は該当するおそれがある事項について審議を行う場合 

 (2) 会議を公開することにより公正かつ円滑な議事運営に著しい支障が生じると認められる場合 
 
（議事録） 

第５条 審議会の議事については，議事録を作成し，会長（会長に事故がある場合は，その職務を
代理する者）及び会長の指名した委員２名がこれに署名しなければならない。 

２ 議事録に記載する事項は，次のとおりとする。 
 一 会議の日時及び場所 
 二 出席した委員及び臨時委員の氏名並びに欠席した委員及び臨時委員の氏名 
 三 議題 
 四 議事の概要 
 五 その他必要な事項 
 
（特別委員会） 

第６条 特別委員会（以下「委員会」という。）は，委員及び臨時委員のうちから会長が指名する
もの若干名をもって組織する。 

２ 委員会の委員長は，構成員の互選により定める。 
３ 委員長は，調査審議を了した場合は速やかに会長に報告しなければならない。 
４ 第２条から前条までの規定は，委員会に準用する。 
 
（公印） 

第７条 会長の公印は，次のとおりとする。 

 
 
（雑則）  

第８条 この規程に定めるもののほか，必要な事項は，会長が定める。 
 
   付 則 
 この規程は，昭和50年２月12日から施行する。 
 この規程は，平成12年４月１日から施行する。 
 この規程は，平成27年２月３日から施行する。 

 
 

2.5cm

↓

↑ 茨城県国土

利用計画審

議会長之印

2.5cm →←
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（６）茨城県国土利用計画審議会公開要綱 

 

 （趣旨） 

第１条 この要綱は，茨城県国土利用計画審議会運営規程（以下「規程」という。）第８条の規定に基づ

き，茨城県国土利用計画審議会（以下「審議会」という。）の公開に関し必要な事項を定めるものとす

る。 

 

 （会議の傍聴） 

第２条 傍聴人の定員は，原則10人以内とし，会場規模に応じてあらかじめ決定する。 

２ 傍聴希望者（報道関係者を除く。）数が定員を超える場合は，傍聴人は抽選により決定する。 

３ 傍聴人の受付は，会議開催の当日，会場において会議の開催の30分前から開始し，10分前に締め切る

ものとする。 

４ 規程第４条の規定に基づき非公開となった議案の審議を行う場合，傍聴人及び報道関係者は退席しな

ければならない。なお，当該議案の審議は，末尾審議とする。 

 

 （傍聴人の制限） 

第３条 次に掲げる者は，傍聴をすることができない。 

 (1) 人に危害を加えるおそれのある物を携帯している者 

 (2) 張り紙，ビラ，掲示板，プラカード，旗，のぼりの類を携帯している者 

 (3) はち巻，たすき，リボン，ゼッケン，ヘルメットの類を着用し，又は携帯している者 

 (4) ラジオ，拡声器の類を携帯している者 

 (5) 写真機，ビデオカメラ，録音機の類を携帯している者 

 (6) 笛，ラッパ，太鼓その他の楽器の類を携帯している者 

 (7) 酒気を帯びていると認められる者 

 (8) その他審議を妨害し，又は他人に迷惑を及ぼすおそれがあると認められる者 

 

 （傍聴人の遵守事項） 

第４条 傍聴人は，次の事項を遵守しなければならない。 

 (1) 会議開催中は静粛に傍聴すること。 

 (2) 審議に対して可否を表明し，又は拍手しないこと。 

 (3) 私語，談論，放歌，高笑い等をしないこと。その他騒ぎ立てないこと。 

 (4) 帽子，コート類を着用しないこと。 

 (5) 携帯電話，その他これらに類する機器は使用できないよう電源を切ること。 

 (6) 飲食又は喫煙をしないこと。 

 (7) みだりに席を離れないこと。 

 (8) 会場内での写真撮影，録画，録音等は行わないこと。 

 (9) 係員の指示に従うこと。 

 (10) その他会場の秩序を乱し，又は審議を妨害するような行為はしないこと。 

 

 （秩序の維持） 

第５条 会長は，傍聴者がこの要綱に違反したときは，これを制止するものとする。 

２ 会長は，傍聴者が前項の規定による制止に従わないときは，当該傍聴者を退場させることができる。 

 

 （報道関係者の取扱い） 

第６条  報道関係者は，第２条の規定（同条第４項の規定を除く。）にかかわらず，公開の会議を傍聴す

ることができる。 

２ 第３条から前条までの規定は，報道関係者が会議を傍聴する場合に準用する。ただし，報道関係者は，

議案の審議に入る前までに限り，第３条第５号，第４条第７号及び第８号の規定にかかわらず，席を離

れ，写真撮影，録画，録音等を行うことができる。 
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 （会議開催の周知） 

第７条 審議会の会議の開催は，招集の通知後，速やかに開催日時，開催場所，議案名，傍聴定員，傍聴

受付開始時間その他必要な事項を周知するものとする。 

２ 周知方法は，茨城県ホームページへの掲載等により行うものとする。 

 

 （会議資料の公開） 

第８条 資料及び審議結果は，原則として公開とする。ただし，茨城県情報公開条例（平成12年茨城県条

例第87号）第７条各号に掲げる不開示情報のいずれかに該当する事項及び議事における委員名（会長を

除く。）は非公開とすることができる。 

２ 公開方法は，茨城県ホームページへの掲載等により行うものとする。 

 

 （雑則） 

第９条 この要綱に定めるもののほか，会議の公開に関し必要な事項は，会長が定める。 

 

   付 則 

 この要綱は，平成27年３月11日から施行する。 


